
JP WO2019/124231 A1 2019.6.27

10

(57)【要約】
　成型性がよく、薄く、軽量で、形態安定性に優れながらも成型後も一定の通気範囲に制
御することができる、複合吸音材の表皮材として好適な不織布及び積層不織布の提供。
　平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ／ｍ２以下の少なく
とも一層の極細繊維層（Ｍ）と平均繊維径１０μｍ以上３０μｍ以下の少なくとも一層の
連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層構造を有する不織布であって
、該連続長繊維層（Ｓ）が、ポリエステル（Ａ成分）９７．０重量％以上９９．９重量％
以下とガラス転移点温度１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂（Ｂ成分）０．１重量
％以上３．０重量％以下とを含有する長繊維、及び／又は、複屈折率０．０４以上０．０
７以下の長繊維で、構成され、かつ、該極細繊維層（Ｍ）の嵩密度が、０．３５ｇ／ｃｍ
３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以下であることを特徴とする不織布、及び該不織布の積層不織
布、並びに該不織布又は積層不織布と、連続気泡樹脂発泡体又は繊維多孔質材とが積層さ
れている複合吸音材。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ／ｍ２以下の少なく
とも一層の極細繊維層（Ｍ）と、平均繊維径１０μｍ以上３０μｍ以下の少なくとも一層
の連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層構造を有する不織布であっ
て、該連続長繊維層（Ｓ）がポリエステル（Ａ成分）９７．０重量％以上９９．９重量％
以下と、ガラス転移点温度１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂（Ｂ成分）０．１重
量％以上３．０重量％以下とを含有する長繊維で構成され、かつ、該極細繊維層（Ｍ）の
嵩密度が０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以下であることを特徴とする不織布
。
【請求項２】
　平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ／ｍ２以下の少なく
とも一層の極細繊維層（Ｍ）と、平均繊維径１０μｍ以上３０μｍ以下の少なくとも一層
の連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層構造を有する不織布であっ
て、該連続長繊維層（Ｓ）が複屈折率０．０４以上０．０７以下の長繊維で構成され、か
つ、該極細繊維層（Ｍ）の嵩密度が０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以下であ
ることを特徴とする不織布。
【請求項３】
　前記Ａ成分がポリエチレンテレフタレートであり、かつ、前記Ｂ成分がポリアクリレー
ト系樹脂である、請求項１又は２に記載の不織布。
【請求項４】
　前記不織布は、他層の融点より３０℃以上低い融点を有する繊維を含む連続長繊維層を
その表面に有する、請求項１～３のいずれか１項に記載の不織布。
【請求項５】
　前記不織布の目付が２０ｇ／ｍ２以上１５０ｇ／ｍ２以下であり、かつ、厚みが２ｍｍ
以下である、請求項１～４のいずれか１に記載の不織布。
【請求項６】
　熱圧着面積率が６％以上３０％以下である、請求項１～５のいずれか１項に記載の不織
布。
【請求項７】
　前記極細繊維層（Ｍ）と前記連続長繊維層（Ｓ）が共にポリエステル系繊維から構成さ
れる、請求項１～６のいずれか１項に記載の不織布。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の不織布を積層した積層不織布。
【請求項９】
　前記極細繊維層（Ｍ）を２層以上含み、該極細繊維層（Ｍ）各々の間に前記連続長繊維
層（Ｓ）が、１層以上配置されており、かつ、該極細繊維層（Ｍ）各々の間の距離が、３
０μｍ以上２００μm以下である、請求項８に記載の積層不織布。
【請求項１０】
　熱圧着により一体化されたＳＭ型又はＳＭＳ型の積層構造を有する不織布が２枚以上積
層一体化されたものである、請求項８又は９に記載の積層不織布。
【請求項１１】
　前記極細繊維層（Ｍ）と前記連続長繊維層（Ｓ）の間又は前記連続長繊維層（Ｓ）同士
の間の繊維同士の接着が、点接着である、請求項８～１０いずれか１項に記載の積層不織
布。
【請求項１２】
　吸音材の表皮材として用いるための、請求項１～７のいずれか１項に記載の不織布。
【請求項１３】
　吸音材の表皮材として用いるための、請求項８～１１に記載の積層不織布。
【請求項１４】
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　請求項１～７のいずれか１項に記載の不織布又は請求項８～１１に記載の積層不織布と
、連続気泡樹脂発泡体又は繊維多孔質材とが積層されている複合吸音材。
【請求項１５】
　ＪＩＳ　Ａ　１４０５に準拠する垂直入射の測定法において表皮材側から入射する音の
周波数１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈｚ、及び
４０００Ｈｚにおける平均吸音率（％）が、該吸音基材単体のものよりも、４５％以上高
い、請求項１４に記載の複合吸音材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、不織布に関する。詳しくは、本発明は、複合吸音材の表皮材として用いる場
合に、基材の吸音性を効率よく高めると共に、成型性がよく、薄く、軽量で、形態安定性
に優れ、基材との接合性にも優れた不織布、及びこれを表皮材として用いた複合吸音材に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両等が走行する際には、車両に搭載されるエンジン及び駆動系からの騒音や走行中の
ロードノイズ、風切り音などの、種々の騒音が発生する。このような騒音が搭乗員に不快
感を与えないように、エンジンフード、ダッシュパネル、天井材、ドアトリム、キャブフ
ロア等の壁面には、騒音対策として吸音材が適用される。例えば、特許文献１には、吸音
材としては、不織布、樹脂発泡体などの多孔質材からなる吸音材や、それらの吸音基材に
通気性を一定の範囲に制御した不織布、樹脂膜などの表皮層を積層一体化した積層構造体
が提案されている。しかしながら、表皮層は、自動車部材毎の複雑な形状とするため、成
型性が必要であり、通気の制御と成型性を両立することが求められる。
【０００３】
　以下の特許文献２には、メルトブロー極細繊維層と合繊長繊維層との熱圧着により一体
化した積層不織布からなる不織布表面材と、嵩密度が０．００５～０．１５ｇ／ｃｍ３と
粗な構造をもつ合繊繊維不織布裏面材とからなる吸音材が提案されているが、不織布表面
材の成型性については一切記載されておらず、また、記載された吸音材では、表面材であ
る合成繊維不織布の影響が大きく、広い周波数の音を吸収するものは実現していない。
【０００４】
　以下の特許文献３には、メルトブロー極細繊維層とスパンボンド不織布の基布入り短繊
維不織布とが機械交絡法によって積層一体化した成型性に優れた不織布が提案されている
が、機械交絡法で積層一体化しているため、自動車部材としての省スペース化の観点では
、不織布の厚みが厚いという欠点がある。また、機械交絡法によって生じた孔に音が直進
して侵入する箇所となるため吸音性が悪いという欠点、繊維が切断され不織布強力や剛直
性が低下する上にダストの原因を生じるという欠点がある。
【０００５】
　以下の特許文献４には、熱圧着型長繊維不織布の構成繊維をポリエステルに非相溶なポ
リマーを配合し分子配向を低下させ、成型性を向上させた不織布が提案されていが、比較
的繊維径の大きいスパンボンド不織布のみでは、通気性が高すぎて、基材の吸音性を高め
る効果が不十分である。
【０００６】
　さらに特許文献５には、配向結晶を抑制した熱可塑性長繊維層を上下層とし、平均繊維
径が２μｍ～１０μｍであるメルトブロー法で作製した熱可塑性微細繊維層を中間層とし
、各層がフェルトカレンダーにより熱接着で一体化された不織布であって、該熱接着が、
該熱可塑性長繊維層の繊維表面同士での、及び該熱可塑性長繊維層の繊維表面と前記熱可
塑性微細繊維層の繊維表面での点接着である不織布が提案されている。しかしながら、か
かる積層不織布は、熱成型性に優れるも、自動車部材の成型のように高温下での成型では
熱収縮量が大きいため、皺が発生しやすいという欠点がある。また、中間層の熱可塑性微
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細繊維の繊維径が大きいため、緻密性が乏しく、自動車用複合吸音材の表皮材としては、
吸音性が悪いという欠点がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１５－１２１６３１号公報
【特許文献２】特許第４５７４２６２号公報
【特許文献３】特許第３７０５４１９号公報
【特許文献４】特願２００９－１４５４２５号公報
【特許文献５】特許第５６０３５７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前記した従来技術に鑑み、本発明が解決しようとする課題は、成型性がよく、薄く、軽
量で、形態安定性に優れながらも成型後も一定の通気範囲に制御することができる、複合
吸音材の表皮材として好適な不織布及び積層不織布を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討し実験を重ねた結果、ポリエステルに特
定のポリマーを配合した連続長繊維層及び／又は複屈折率を特定範囲とした連続長繊維層
と特定の嵩密度に制御した極細繊維層とを積層し、熱圧着により一体化することで、成型
性と通気性の制御を両立できることを見出し、本発明を完成するに至ったものである。
　すなわち、本発明は以下の通りのものである。
【００１０】
　［１］平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ／ｍ２以下の
少なくとも一層の極細繊維層（Ｍ）と、平均繊維径１０μｍ以上３０μｍ以下の少なくと
も一層の連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層構造を有する不織布
であって、該連続長繊維層（Ｓ）がポリエステル（Ａ成分）９７．０重量％以上９９．９
重量％以下と、ガラス転移点温度１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂（Ｂ成分）０
．１重量％以上３．０重量％以下とを含有する長繊維で構成され、かつ、該極細繊維層（
Ｍ）の嵩密度が０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以下であることを特徴とする
不織布。
　［２］平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ／ｍ２以下の
少なくとも一層の極細繊維層（Ｍ）と、平均繊維径１０μｍ以上３０μｍ以下の少なくと
も一層の連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層構造を有する不織布
であって、該連続長繊維層（Ｓ）が複屈折率０．０４以上０．０７以下の長繊維で構成さ
れ、かつ、該極細繊維層（Ｍ）の嵩密度が０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以
下であることを特徴とする不織布。
　［３］前記Ａ成分がポリエチレンテレフタレートであり、かつ、前記Ｂ成分がポリアク
リレート系樹脂である、前記［１］又は［２］に記載の不織布。
　［４］前記不織布は、他層の融点より３０℃以上低い融点を有する繊維を含む連続長繊
維層をその表面に有する、前記［１］～［３］のいずれかに記載の不織布。
　［５］前記不織布の目付が２０ｇ／ｍ２以上１５０ｇ／ｍ２以下であり、かつ、厚みが
２ｍｍ以下である、前記［１］～［４］のいずれかに記載の不織布。
　［６］熱圧着面積率が６％以上３０％以下である、前記［１］～［５］のいずれかに記
載の不織布。
　［７］前記極細繊維層（Ｍ）と前記連続長繊維層（Ｓ）が共にポリエステル系繊維から
構成される、前記［１］～［６］のいずれかに記載の不織布。
　［８］前記［１］～［７］のいずれかに記載の不織布を積層した積層不織布。
　［９］前記極細繊維層（Ｍ）を２層以上含み、該極細繊維層（Ｍ）各々の間に前記連続
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長繊維層（Ｓ）が、１層以上配置されており、かつ、該極細繊維層（Ｍ）各々の間の距離
が、３０μｍ以上２００μm以下である、前記［８］に記載の積層不織布。
　［１０］熱圧着により一体化されたＳＭ型又はＳＭＳ型の積層構造を有する不織布が２
枚以上積層一体化されたものである、前記［８］又は［９］に記載の積層不織布。
　［１１］前記極細繊維層（Ｍ）と前記連続長繊維層（Ｓ）の間又は前記連続長繊維層（
Ｓ）同士の間の繊維同士の接着が、点接着である、前記［８］～［１０］に記載の積層不
織布。
　［１２］吸音材の表皮材として用いるための、前記［１］～［７］のいずれかに記載の
不織布。
　［１３］吸音材の表皮材として用いるための、前記［８］～［１１］に記載の積層不織
布。
　［１４］前記［１］～［７］のいずれかに記載の不織布又は前記［８］～［１１］に記
載の積層不織布と、連続気泡樹脂発泡体又は繊維多孔質材とが積層されている複合吸音材
。
　［１５］ＪＩＳ　Ａ　１４０５に準拠する垂直入射の測定法において表皮材側から入射
する音の周波数１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈ
ｚ、及び４０００Ｈｚにおける平均吸音率（％）が、該吸音基材単体のものよりも、４５
％以上高い、前記［１４］に記載の複合吸音材。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る不織布は、成型性がよく、薄く、軽量で、形態安定性に優れながらも成型
後も一定の通気範囲に制御することができ、複合吸音材の表皮材として好適な不織布であ
るため、特に自動車用、住宅、家電製品、建設機械等の成型性複合吸音材の表皮材として
好適に利用可能である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。
　一の本実施形態は、平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ
／ｍ２以下の少なくとも一層の極細繊維層（Ｍ）と、平均繊維径１０μｍ以上３０μｍ以
下の少なくとも一層の連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層構造を
有する不織布であって、該連続長繊維層（Ｓ）がポリエステル（Ａ成分）９７．０重量％
以上９９．９重量％以下と、ガラス転移点温度１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂
（Ｂ成分）０．１重量％以上３．０重量％以下とを含有する長繊維で構成され、かつ、該
極細繊維層（Ｍ）の嵩密度が０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３であることを特
徴とする不織布である。
　また、別の本実施形態は、平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ以下、目付１ｇ／ｍ２以上
４０ｇ／ｍ２以下の少なくとも一層の極細繊維層（Ｍ）と、平均繊維径１０μｍ以上３０
μｍ以下の少なくとも一層の連続長繊維層（Ｓ）とが部分熱圧着により一体化された積層
構造を有する積層不織布であって、該連続長繊維層（Ｓ）が複屈折率０．０４以上０．０
７以下の長繊維で構成され、かつ、該極細繊維層（Ｍ）の嵩密度が０．３５ｇ／ｃｍ３以
上０．７０ｇ／ｃｍ３以下であることを特徴とする不織布である。
【００１３】
　一の実施形態の不織布、及び別の実施形態の不織布を積層して積層不織布としてもよい
。　本願実施形態の不織布又は積層不織布は、吸音表皮材として使用でき、連続気泡樹脂
発泡体又は繊維多孔質材である基材と組み合わせることができる。
　本明細書中、用語「不織布」とは、製造時に紡糸から一連で不織布化したものをいい、
例として、ＳＭ、ＳＭＳ、ＳＭＭ、ＳＭＭＳ、ＳＭＳＭＳ、ＳＭＳＳＭＳ等が挙げられる
。また、「積層不織布」とは、上記「不織布」を更に重ね合わせて一体化された不織布を
言い、例えば、ＳＭＭＳ、ＳＭＳＭ、ＳＭＳＭＳ、ＳＭＳＳＭＳ、ＳＭＭＳＭＳ等が挙げ
られる。
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　また、本明細書中、上記「不織布」又は「積層不織布」を総称して、「表皮材」「表面
材」「面材」ともいう。
【００１４】
　本実施形態の不織布では、極少量の通気性を有し、繊維構造的には小さな繊維空隙を有
する緻密な構造が存在し、進入する音の波長が細孔中の摩擦抵抗で小さくなり、音が繊維
空隙に進入するため、これを基材と組み合わせた場合に、吸音材の吸音性が飛躍的に向上
している。本実施形態の複合吸音材に用いる不織布は、平均繊維径０．３μｍ以上７μｍ
以下、目付１ｇ／ｍ２以上４０ｇ／ｍ２以下、嵩密度０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ
／ｃｍ３以下の極細繊維層（Ｍ）を少なくとも１層含むため、音の振動エネルギーを極細
繊維との摩擦により熱エネルギーに変換し、これを基材と組み合わせた場合に、吸音材の
吸音性が向上する効果を奏することができる。
【００１５】
　本実施形態の不織布では、単体では取り扱い性が悪く、成型時に破れが生じるような成
型性が乏しい極細繊維層（Ｍ）を繊維の分子配向を低下させた連続繊維層（Ｓ）と積層し
熱圧着により一体化することにより、極細繊維層の成型性が向上している。連続長繊維層
が柱の役割を果たし、延伸の際、極細繊維層に極端な応力がかかることないため、極細繊
維層を均一に延伸することができる。
【００１６】
　本実施形態の不織布では、極細繊維層の作製工程で、特定条件の加熱空気で捕集面に吹
き付けることにより、極細繊維層の自己接着性を抑制し、これにより延伸の際、極細繊維
間でほぐれやすくなることで、極細繊維層の成型性がさらに向上している。
【００１７】
　本実施形態の不織布の連続長繊維層（Ｓ）は、構成する繊維の配向結晶性が低く、延伸
性、熱延伸性が高い。連続長繊維の低配向、低結晶は、紡糸速度を低くすること、ポリマ
ーブレンド等によって達成できる。連続長繊維の配向結晶性は、複屈折率で測定すること
ができ、低複屈折率であると、延伸性、熱延伸性を得やすい。
【００１８】
　連続長繊維層（Ｓ）の複屈折率Δｎは、０．０１５以上０．０７以下であり、より好ま
しくは０．０４以上０．０７以下、さらに好ましくは０．０４以上０．０６以下、最も好
ましくは０．０４以上０．０５以下である。複屈折率Δｎが範囲内であると、繊維の配向
が適度で、高伸度の繊維が得られ十分な熱量でカレンダー加工が実施でき、部分熱圧着時
に十分な熱量を付与でき、熱収縮しにくく、耐熱性に優れた、連続長繊維層が得られる。
さらに、複屈折率Δｎが範囲内であると、繊維の伸度が十分となり、十分な成型性が得ら
れる。
【００１９】
　連続長繊維層（Ｓ）の紡糸方法は、既知のスパンボンド法を適用することが好ましい。
摩擦帯電やコロナ帯電などにより糸条を均一に分散させる条件下で作製することが好まし
い。このような条件を用いれば、未結合状態のウェブを生成しやすく、かつ、経済性に優
れる。また、連続長繊維層のウェブは単層でも複数を重ねた層でもよい。
【００２０】
　連続長繊維層（Ｓ）を構成するポリエステル系樹脂としては、熱可塑性ポリエステルで
あって、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリトリメチレン
テレフタレートが代表例として挙げられる。また、熱可塑性ポリエステルは、エステルを
形成する酸成分としてイソフタル酸やフタル酸等が重合又は共重合されたポリエステルで
あってもよい。
【００２１】
　複合吸音材の基材と接する（積層）不織布の連続長繊維層（Ｓ）は、他層の融点より３
０℃以上低い融点を有する繊維を含んでもよい。すなわち、不織布表皮材と基材の接着性
を良好に保つために、基材と接触する層を低融点の繊維構成にすることもできる。低融点
の繊維としては、例えば、ポリエチレンテレフタレートに、フタル酸、イソフタル酸、セ
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バシン酸、アジピン酸、ジエチレングリコール、1,4-ブタンジオールの１種又は２種以上
の化合物を共重合した芳香族ポリエステル共重合体、脂肪族エステルなどのポリエステル
系繊維などが挙げられる。これらの繊維は、単独でもよく、２種以上複合混繊してもよく
、また、低融点繊維と高融点繊維とを複合混繊してもよい。更に、低融点成分を鞘部に有
する、鞘芯構造の複合繊維を用いてもよい。鞘芯構造の複合繊維としては、例えば、芯が
高融点成分であるポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、共重合ポ
リエステル、鞘が低融点成分である共重合ポリエステル、脂肪族エステルなどが挙げられ
る。
【００２２】
　複屈折率を範囲内にする方法として、ポリマーブレンドを用いることができる。連続長
繊維層は、ポリエステル（Ａ成分）９７．０重量％以上９９．９重量％以下と、ガラス転
移点温度１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂（Ｂ成分）０．１重量％以上３．０重
量％以下を含有するポリエステル系長繊維で構成されるものであることができる。
【００２３】
　ポリエステル（Ａ成分）としては、熱可塑性ポリエステルであって、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレートが代表例と
して挙げられる。また、熱可塑性ポリエステルは、エステルを形成する酸成分としてイソ
フタル酸やフタル酸等が重合又は共重合されたポリエステルであってもよい。
【００２４】
　ガラス転移点温度が１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂（Ｂ成分）は、好ましく
は、ポリアクリレート系樹脂から選ばれる少なくとも１種である。
　ポリアクリレート系樹脂であれば、極少量の添加量によって配向結晶化抑制効果が期待
できるため、紡糸時の発煙による延伸装置の汚染を防ぐことができる。ポリエステル（Ａ
成分）に対する添加量が極少量であれば、溶融混錬時に糸中のポリアクリレート系樹脂の
分散が均一となり、不織布を延伸した際に、延伸斑を抑制できる効果が得られ、成型後の
吸音基材の局部的な露出を抑えることができる。
　ポリアクリレート系樹脂としては、ポリメチルメタアクリレート、メタアクリル酸・ア
クリル酸２元共重合体、スチレン・メタアクリル酸メチル・無水マレイン酸共重合体、ス
チレン・メタアクリル酸・シクロヘキシルマレイミド共重合体等が挙げられる。より少量
の添加量で配向結晶化抑制効果を奏するため、メタアクリル酸・アクリル酸２元共重合体
、スチレン・メタアクリル酸・シクロヘキシルマレイミド共重合体、スチレン・メタアク
リル酸メチル・無水マレイン酸共重合体が好ましい。
【００２５】
　ポリエステル系長繊維の主要成分であるポリエステル（Ａ成分）に対するガラス転移点
温度１１４℃～１６０℃の熱可塑性樹脂（Ｂ成分）の添加量は、紡糸性や得られる不織布
の破断伸度の面から０．１重量％以上３．０重量％以下が好ましく、より好ましくは０．
２５％以上２．５重量％以下、さらに好ましくは０．５重量％以上２．０重量％以下であ
る。ポリアクリレート系樹脂の添加量が範囲内であると、高伸度化された繊維は得られや
すく、紡糸中に糸切れが多発しにくく、安定して連続した繊維が得られ生産性が向上する
と共に、紡糸時の発煙による延伸装置の汚染や、糸のポリアクレート系樹脂の分散が助長
されにくく、延伸斑による成型後の吸音基材の局部的な露出が発生しにくい。
【００２６】
　ポリエステル（Ａ成分）とガラス転移点温度１１４℃以上１６０℃以下の熱可塑性樹脂
（Ｂ成分）とは、Ａ成分が海部を形成し、Ｂ成分が島部を形成する海島構造を形成するこ
とが好ましい。特定の理論に束縛されることを欲しないが、これは、Ａ成分よりも先にＢ
成分が溶融状態からガラス状態へと転移して延伸が終了することで、海部を形成するＡ成
分の延伸及び配向結晶化が阻害されることによるものと推定される。それゆえ、海部の配
向結晶化は抑制され、低結晶性のまま延伸が終了し、高伸度の繊維が得られる。そのため
、Ｂ成分のガラス転移点温度は、Ａ成分のガラス転移点温度より高いことが必要である。
また、Ｂ成分のガラス転移点温度が１６０℃以下の場合、糸切れが多発しにくく好ましい
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。ＰＥＴのガラス転移点温度７０℃以上８０℃に鑑みると、Ｂ成分のガラス転移温度は、
１１４℃以上１６０℃以下であり、好ましくは１２０℃以上１３０℃以下であることがで
きる。
【００２７】
　Ｂ成分を添加する場合、連続長繊維層（Ｓ）を得るに際して紡糸速度は、３０００ｍ／
ｍｉｎ以上８０００ｍ／ｍｉｎ以下がよく、好ましくは４０００ｍ／ｍｉｎ以上６０００
ｍ／ｍｉｎ以下である。高紡速の方がＢ成分の添加による高伸度化効果が大きくなる傾向
にある。３０００ｍ／ｍｉｎ以上であると、配向結晶化を抑制することができ、十分な不
織布の破断伸度上昇効果が得られ、また、十分な機械的物性を得ることができる。他方、
８０００ｍ／ｍｉｎ以下であると、高伸度の繊維が得られ、紡糸中の糸切れを抑止でき、
不織布の生産性を向上させることができる。
【００２８】
　複屈折率を範囲内にする方法として、紡速をコントロールする方法がある。Ｂ成分を添
加しない場合、連続長繊維層（Ｓ）を得るに際して紡糸速度は、３０００ｍ／ｍｉｎ以上
４０００ｍ／ｍｉｎ以下が好ましく、より好ましくは３２００ｍ／ｍｉｎ以上３７００ｍ
／ｍｉｎ以下である。紡速が範囲内であると、配向結晶化抑制効果が得られ、不織布の破
断伸度上昇効果が大きく、高伸度の繊維が得やすく、機械的物性が不十分となりにくい。
【００２９】
　連続長繊維層（Ｓ）を構成する長繊維の平均繊維径は１０．０μｍ以上３０．０μｍ以
下であり、好ましくは１２．０μｍ以上３０．０μｍ以下、より好ましくは１２．０μｍ
以上２０．０μｍ以下、さらに好ましくは１３．０μｍ以上２０．０μｍ以下、最も好ま
しくは１３．０μｍ以上１８．０μｍ以下である。紡糸安定性の観点から１０．０μｍ以
上であり、他方、強力や耐熱性の観点から３０μm以下である。長繊維の平均繊維径が範
囲内である場合、繊維の結晶性が高すぎず、結晶部分が少なくなり繊維の伸度が向上し、
成型性が良くなりやすく、部分熱圧着時に熱収縮が生じにくく、繊維が熱圧着ロールの熱
により融解してロールに取られにくいため、不織布の生産性もよくなる。さらに、融解に
よるロール取られが生じにくく、カバーリング性も向上し、不織布強度も向上し、紡糸安
定性も良好となる。
【００３０】
　本実施形態の不織布は、極細繊維層（Ｍ）を少なくとも一層含むことが必要である。な
ぜなら、極細繊維層がなければ、小さな繊維空隙を有する緻密な構造とできず、進入する
音の波長が細孔中の摩擦抵抗で小さくなることでの吸音特性のコントロールができなくな
るからである。
【００３１】
　極細繊維層（Ｍ）は、比較的生産コストの低い、メルトブロー法によって作製すること
が好ましい。極細繊維層（Ｍ）の平均繊維径は０．３μｍ以上７μｍ以下、好ましくは０
．４μｍ以上５μｍ以下、より好ましくは０．６μｍ以上２μm以下である。メルトブロ
ー法で０．３μｍ未満の繊維径に紡糸するには過酷な条件が必要となり、安定した繊維が
得られない。他方、繊維径が７μｍを超えると連続長繊維の繊径に近くなり、連続長繊維
層（Ｓ）の隙間に微細繊維として入り込んで該隙間を埋める作用が得られず、緻密な構造
が得られない。
【００３２】
　吸音材として用いられる、比較的密度が小さく、空隙の多い多孔質材との複合において
は、音源側に配置される不織布表皮材はより緻密であることが求められるが、過剰な全面
熱圧着等で密度を上げることで緻密にするような手法では、熱融着により繊維の表面積が
低下し、音と繊維の摩擦による熱エネルギー変換が低下する。それゆえ、過剰な全面熱圧
着等で密度を上げるよりも、より細繊維とすることにより緻密化を行うことが好ましい。
　極細繊維層（Ｍ）の目付は、低目付で充分な吸音性を得る点から、１ｇ／ｍ２以上４０
ｇ／ｍ２、好ましくは２ｇ／ｍ２以上２５ｇ／ｍ２以下、より好ましくは３ｇ／ｍ２以上
２０ｇ／ｍ２以下である。
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【００３３】
　極細繊維層（Ｍ）の素材としては、好ましくは、溶融紡糸法で繊維化できる熱可塑性合
成樹脂が用いられる。熱可塑性合成樹脂としては、例えば、ポリプロピレン、共重合ポリ
プロピレン、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート、ポ
リエチレンテレフタレートにフタル酸、イソフタル酸、セバシン酸、アジピン酸、ジエチ
レングリコール、１，４－ブタンジオールの１種又は２種以上の化合物を共重合した芳香
族ポリエステル共重合体、ポリＤ－乳酸、ポリＬ－乳酸、Ｄ－乳酸とＬ－乳酸との共重合
体、Ｄ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体、Ｌ－乳酸とヒドロキシカルボン酸と
の共重合体、Ｄ－乳酸とＬ－乳酸とヒドロキシカルボン酸との共重合体、これらのブレン
ド体から成る生分解性の脂肪族ポリエステルなどのポリエステル、共重合ポリアミド、ポ
リフェニレンサルファイドなどが挙げられる。熱可塑性合成樹脂としては、特に、耐熱性
、耐水性などに優れるポリエステル、ポリフェニレンサルファイドが好ましく用いられる
。
【００３４】
　ＰＥＴ又はその共重合体の場合には、極細繊維の溶液粘度（ηｓｐ／ｃ）は０．２以上
０．８以下が好ましく、より好ましくは０．２以上０．６以下である。また、ＰＥＴのメ
ルトブロー極細繊維では、他の合繊に比較して結晶化が遅く、低結晶の流動性のある状態
で連続長繊維層の隙間に侵入できるため連続長繊維層の繊維間隙を埋めて緻密な構造を得
ることができる。
【００３５】
　不織布の連続長繊維層（Ｓ）及び極細繊維層（Ｍ）の繊維断面の形状は、特に制限され
ないが、強度の観点からは、丸断面が好ましく、繊維の表面積の増加、微細空隙の形成の
観点からは、偏平糸などの異型断面糸が好ましい。
【００３６】
　本実施形態の不織布は、極細繊維層（Ｍ）を少なくとも一層含み、連続長繊維層（Ｓ）
を少なくとも一層を含み、これにより、構成する繊維、各層が延伸性を持つことができる
。極細繊維層（Ｍ）と連続長繊維層（Ｓ）とのＳＭ型又はＳＭＳ型等の積層構造が好まし
い。均一性の観点からは、ＳＭＭ層又はＳＭＭＳ層のように極細繊維層が複数層積層され
ていてもよい。一般に、細い繊維は剛性がなく、延伸しても切れやすく、極細繊維層を作
製する際、糸の吹き飛び防止等の紡糸性、強度や取り扱い性を良くする為、自己接着性を
高めることが行われ、繊維間の拘束が強くなり自由度が低く、伸びにくい。本願実施形態
では、連続長繊維層が柱の役割を果たし、延伸の際、極細繊維層に極端な応力がかかりに
くく、極細繊維層を均一に延伸することができ、不織布全体として延伸性を発現できる。
【００３７】
　本実施形態の不織布の極細繊維は、メルトブロー法で加熱空気の吹き飛ばしにより細繊
化し、裏側から吸引しているコンベアネット上、又は連続長繊維層上の補集面に、高温で
吹き付け繊維間の融着による自己接着を利用してシート化される。そのため、細繊化を行
うと、繊維間の融着による自己接着が強くなることで、フィルムライクとなり成型時に延
伸される際、極細繊維層がほぐれずひび割れてしまう現象を引き起こしてしまう。しかし
ながら、本発明者らは、検討の結果、メルトブローノズルと捕集面との距離を所定の距離
とすることで、細繊維化しても融着による自己接着の度合を制御することができることを
見出した。
【００３８】
　自己融着性の指標として、熱圧着によって一体化した積層不織布中の極細繊維層の嵩密
度を用いることができる。非圧着部について走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）による断面写真
から画像解析により直接的に極細繊維層の厚みを測定し、極細繊維層の平均目付と極細繊
維層の厚みから、嵩密度を算出することができる。極細繊維層単体で目付が計算できない
場合は、不織布のＸ線ＣＴ画像を撮り、Ｘ線ＣＴ画像より、観察範囲の面積、極細繊維層
が占める体積と樹脂密度、厚みから、嵩密度を計算することができる。不織布のＸ線ＣＴ
画像は、高分解能３ＤＸ線顕微鏡　ｎａｎｏ３ＤＸ（リガグ製）で撮影することができる
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。極細繊維層（Ｍ）の嵩密度は、０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以下であり
、好ましくは０．４０ｇ／ｍ３以上０．６５ｇ／ｃｍ３以下、より好ましくは０．４ｇ／
ｃｍ３以上０．６ｇ／ｃｍ３以下である。０．７ｇ／ｃｍ３以下であると、フィルムライ
クとなりにくく、成型時に延伸される際、極細繊維層がほぐれずひび割れてしまう現象を
引き起こしにくい。他方、０．３５ｇ／ｃｍ３以上であると、融着による自己接着が弱す
ぎず積層工程等での取り扱いが困難となりにくい。
【００３９】
　ここで、極細繊維層（Ｍ）の嵩密度は、一般に不織布全体の目付、糸量等から予想され
る見かけ密度とは異なる。極細繊維層（Ｍ）は、繊維間の自己接着の度合いを制御したも
のであり、単に、不織布構成、素材から計算するのではなく、実際に、直接的に極細繊維
層の厚みを測定し、得られるものである。そのため、極細繊維層（Ｍ）の嵩密度は、単に
、例えば、ＳＭＳ不織布の全体目付、厚み、見かけ密度等から予想されるものではない。
【００４０】
　極細繊維層（Ｍ）の嵩密度を０．３５ｇ／ｃｍ３以上０．７０ｇ／ｃｍ３以下とするた
めに、メルトブローノズルと捕集面との距離を調節することができる。メルトブローノズ
ルと捕集面との距離は、加熱空気の温度、流量等の条件や、極細繊維層の目付、搬送速度
等の条件によって適宜選択されるべきものであり、一概には定められないが、１００ｍｍ
以上２００ｍｍ以下の距離が好ましく、より好ましくは１１０ｍｍ以上１８０ｍｍ以下、
さらに好ましくは１２０ｍｍ以上１５０ｍｍ以下である。メルトブローノズルと捕集面と
の距離が１００ｍｍ以上であると、加熱空気の温度、流量を高くしても極細繊維のフィル
ム化が発生しにくく、成型時に延伸される際、極細繊維層がほぐれずひび割れが発生しに
くい。２００ｍｍ以下であると、空気中での繊維間の絡み合いが発生しにくく、斑が発生
しにくくなると共に、融着による自己接着が弱すぎず積層工程等での取り扱いが良好とな
る。
【００４１】
　本実施形態の不織布を構成する不織布各層は、熱圧着で一体化される。例えば、公知の
エンボスロールと平滑ロール間、又は平滑ロールと平滑ロール間で加熱、圧着して接合す
ることが好ましい。不織布全面積に対して６％以上３０％以下の範囲の熱圧着部面積率で
熱圧着が行われることが好ましく、より好ましくは７％以上２５％以下である。熱圧着面
積率が６％以上であると、毛羽立ちが少なく、３０％以下であると不織布がペーパーライ
クになりにくく、破断伸度、引裂強力等の機械的物性が低下しにくい。熱圧着部面積率が
この範囲内であれば、良好な繊維相互間の熱圧着処理を実施することができ、得られる不
織布を、適度な機械的強度、剛性、寸法安定性を有するものとすることができる。
　熱圧着部の形状については、特には限定されないが、好ましくは織目柄、アイエル柄、
ピンポイント柄、ダイヤ柄、四角柄、亀甲柄、楕円柄、格子柄、水玉柄、丸柄などが例示
できる。
【００４２】
　熱圧着によって不織布に転写される熱圧着部間の距離は、不織布のＭＤ方向（機械方向
）とその方向と直角のＣＤ方向（巾方向）のいずれにおいても、０．６ｍｍ以上４ｍｍ以
下の範囲が好ましく、より好ましくは０．８ｍｍ以上３．５ｍｍ以下、さらに好ましくは
１ｍｍ以上３ｍｍ以下である。熱圧着部間の距離が範囲内の場合、不織布の過度な剛性向
上を抑制できると共に、圧着されていない自由度の高い糸が圧着部から外れて毛羽立つ現
象を十分に抑制することができる。熱圧着部間の距離が狭すぎない場合、毛羽立ちを防ぎ
つつ、剛性が高くなりすぎず、加熱プレスによる成形加工時にズレなどが大きくなりにく
く、成形加工性が良い。熱圧着部間距離が広すぎない場合、不織布の剛性が低くなりすぎ
ず、成型加工性が良く、毛羽立ちにくくなる。
【００４３】
　熱圧着の温度は、供給されるウェブの目付、速度等の条件によって適宜選択されるべき
ものであり、一概には定められないが、長繊維を構成する樹脂の融点よりも３０℃以上９
０℃以下低い温度であることが好ましく、より好ましくは４０℃以上７０℃以下低い温度
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である。また、エンボスロール面に接する樹脂種とフラットロール面に接する樹脂種が同
じ場合、エンボスロールとフラットロールの温度差は、１０℃未満であることが好ましく
、より好ましくは５℃未満、さらに好ましくは３℃未満である。エンボスロール面に接す
る樹脂種とフラットロール面に接する樹脂種の融点が異なる場合、紡速、糸の配向結晶性
が異なる場合はこの限りではない。エンボスロールとフラットロールの温度差が範囲内の
場合、ロール温度が低い側の毛羽も立ちにくくなり、成型により毛羽立ちも抑制でき、成
型時の延伸の際、毛羽立ちによって熱圧着部から糸が外れにくくなり、糸が外れた部分へ
応力集中しにくくなり延伸斑を抑制でき、吸音基材の露出を抑えることができる。また、
温度の差が過度に大きくない場合、片面側の熱量不足による耐熱性不足となりにくい。な
お、ロール温度の差をつけた場合は、延伸時の応力を下げることができ、成型性が向上す
る。
【００４４】
　熱圧着の圧力も、供給されるウェブの目付、速度等の条件によって適宜選択されるべき
ものであり、一概には定められないが、１０Ｎ／ｍｍ以上１００Ｎ／ｍｍ以下であること
が好ましく、より好ましくは３０Ｎ／ｍｍ以上７０Ｎ／ｍｍ以下であり、この範囲内であ
れば、良好な繊維相互間の熱圧着処理を行うことができ、得られる不織布を適度な機械的
強度、剛性、寸法安定性を有するものとすることができる。
【００４５】
　本実施形態の長繊維不織布の少なくとも1面の毛羽等級は、３級以上であることが好ま
しく、より好ましくは３．５級以上である。３級以上であれば、成型工程での取り扱いに
十分に耐えうる物であり、成型後のエンボスマークの損失、毛羽立ちを抑制できる。
　また、エンボスロール面とフラットロール面の毛羽等級差は０．５級未満であることが
好ましく、より好ましくは０．３級未満である。毛羽等級差が０．５級を超えなければ、
成型時の延伸の際、毛羽等級が低い面の毛羽立ちによって熱圧着部から糸が外れている箇
所で、応力集中しやすく延伸斑を誘発しにくく、吸音基材の露出を抑制しやすい。ただし
、延伸斑を考慮しない場合はこの限りではない。
【００４６】
　本実施形態の不織布の目付は２０ｇ／以下ｍ２以上１５０ｇ／ｍ２以下が好ましく、よ
り好ましくは２５ｇ／ｍ２以上１５０ｇ／ｍ２以下、さらに好ましくは３０ｇ／ｍ２以上
１００ｇ／ｍ２以下である。目付が２０ｇ／ｍ２以上であれば、織布の均一性及び緻密性
が向上し、小さな空隙が得られる。他方、目付が１５０ｇ／ｍ２以下であれば、小さな空
隙の緻密構造が得られ、剛性が高くなりにくく、成型性が良く、取扱性が向上し、さらに
低コストとなる。
【００４７】
　本実施形態の不織布の厚みは、２ｍｍ以下が好ましく、より好ましくは、０．１ｍｍ以
上２．０ｍｍ以下、さらに好ましくは０．２ｍｍ以上１．８ｍｍ以下、最も好ましくは０
．３ｍｍ以上１．５ｍｍ以下である。不織布の厚みが範囲内であれば、熱圧着が十分であ
り、自由度の高い糸が圧着部から外れて毛羽立つ現象が発生しにくく、自動車部材として
の省スペース化の観点でも好ましく、加えて、剛性が適度となり、不織布積層時にシワが
発生しにくく取扱い性が良く、吸音材を種々の形状に加工する際に屈曲性が十分となり加
工性が向上し、さらに、不織布が潰れすぎず、連続長繊維層が持つ空気層を十分確保する
ことができ、高い吸音性能を得やすい。
【００４８】
　本実施形態の不織布の見かけ密度、０．１ｇ／ｃｍ３以上０．７ｇ／ｃｍ３以下である
ことが好ましく、より好ましくは０．１５ｇ／ｃｍ３以上０．６ｇ／ｃｍ３以下、さらに
好ましくは０．２ｇ／ｃｍ３以上０．５５ｇ／ｃｍ３以下である。見かけ密度が大きいと
、繊維の充填密度が高くなり、小さな空隙の緻密構造となる。従って、見かけ密度が０．
１ｇ／ｃｍ３以上であると、不織布の緻密性が向上し、音の減少する効果が向上する。他
方、見かけ密度が０．７ｇ／ｃｍ３以下であると、不織布の緻密性が高過ぎず、空隙が少
なくなりすぎず、音の進入が十分となり、特に中周波数４０００Ｈｚ付近の吸音率が下が
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りにくく、加工性も向上する。
【００４９】
　本実施形態の不織布の通気度は、１００ｍｌ／ｃｍ２／ｓｅｃ以下が好ましく、より好
ましくは０．１ｍｌ／ｃｍ２／ｓｅｃ以上５０ｍｌ／ｃｍ２／ｓｅｃ以下、さらに好まし
くは０．５ｍｌ／ｃｍ２／ｓｅｃ以上３０ｍｌ／ｃｍ２／ｓｅｃである。通気度が１００
ｍｌ／ｃｍ２／ｓｅｃ以下であると、進入する音の波長を小さくすることができ、音エネ
ルギーの減少効果を得やすい。
【００５０】
　本実施形態の不織布の同時２軸延伸前の通気度の値から同時２軸延伸機を用い１５０℃
雰囲気下での面積展開率２００％とした際の通気度の上昇率は、２５０％未満であり、よ
り好ましくは２２５％未満であり、さらに好ましくは２００％未満である。同時２軸延伸
前後の通気度の上昇率が２５０％未満であれば、極細繊維層のひび割れや、ピンホールな
どの欠点が発生しにくく、部分的な破断箇所も発生しにくい。
【００５１】
　本実施形態の長繊維不織布の同時２軸延伸機を用い１５０℃雰囲気下での面積展開率２
００％でのＭＤ方向の最大応力とＣＤ方向の最大応力の和は、１０Ｎ以上５５Ｎ以下であ
り、より好ましくは１５Ｎ以上５０Ｎ以下、さらに好ましくは１５Ｎ以上４５Ｎ以下であ
る。５５Ｎ以下であれば、成型性が向上し、凹部での皺の発生や、成型後の吸音基材の凹
凸がきれいに仕上がり、所望の構造が得られやすい。他方、１０Ｎ以上であれば、エンボ
ス部の圧着が十分であり、毛羽立ちが起こりにくい。尚、上記面積展開率２００％でのＭ
Ｄ方向の最大応力とＣＤ方向の最大応力は、同時２軸延伸機を用い、２４ｃｍ×２４ｃｍ
を保持距離とし、１５０℃雰囲気下、ＭＤ方向、ＣＤ方向共に９．９４ｃｍ延伸した際の
最大応力を測定して求めた。
【００５２】
　本実施形態の積層不織布の１８０℃雰囲気下、１０分間における乾熱収縮率は、好まし
くは５％以下、より好ましくは４％以下であり、さらに好ましくは３．５％以下である。
５％を超えなければ、成形加工時、収縮によりシワが顕著に発生しにくい。
【００５３】
　本実施形態の積層不織布は、極少量の通気性を有し、繊維構造的には小さな繊維空隙（
細孔）を有する緻密な構造が存在するため、音が繊維空隙（細孔）に進入するとき、進入
する音の振幅が細孔中の摩擦抵抗により小さくなり、音の振動エネルギーを極細繊維との
摩擦により熱エネルギーに変換し、これを表皮材として用いた場合に、吸音基材の吸音性
を飛躍的に向上させるという効果が奏される。
【００５４】
　本実施形態の積層不織布では、極細繊維層（Ｍ）間に連続長繊維層（Ｓ）を配置し、特
定の極細繊維層（Ｍ）間距離を設けることで、疎な連続長繊維層（Ｓ）が持つ空気層が背
後空気層のようにバネの役割となることで、極細繊維層（Ｍ）内の空気をより効率的に振
動させて、極細繊維層（Ｍ）内の空気と極細繊維との摩擦により、音の振動エネルギーを
熱エネルギーへ変換し、これを表皮材として用いた場合に吸音基材の吸音性を向上させる
効果が奏される。更には、吸音基材で吸収しきれず反射した音が、本実施形態の表皮材を
透過する際に、もう一度上記の効果により熱エネルギーへの変換が促される。
【００５５】
　積層不織布の構成としては、極細繊維層（Ｍ）を少なくとも２層以上含み、極細繊維層
（Ｍ）間に連続長繊維層（Ｓ）が１層以上配置されたものであることができる。本願実施
形態の不織布及び積層不織布の場合、極細繊維層（Ｍ）が音の振動エネルギーを極細繊維
との摩擦により熱エネルギーに変換し、吸音基材の吸音性が向上する効果を得られる。ま
た、本実施形態の不織布の特徴である疎な連続長繊維層が持つ空気層が背後空気層のよう
にバネの役割となることで、極細繊維層（Ｍ）内の空気をより効率的に振動させて、極細
繊維層（Ｍ）内の空気と極細繊維との摩擦により、音の振動エネルギーを熱エネルギーへ
変換し、吸音基材の吸音性を向上させる効果を得られる。
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【００５６】
　本実施形態の積層不織布は、熱圧着により一体化したＳＭ型又はＳＭＳ型の積層構造を
有する不織布を、２枚以上積層することが好ましい。熱圧着により一体化することで、簡
便に積層構造を得ることができる。
【００５７】
　極細繊維層（Ｍ）間に、連続長繊維層（Ｓ）を一体化する方法としては、ＳＭ型又はＳ
ＭＳ型の積層構造を持つ部分熱圧着された不織布を予め作製し、かかる不織布を２枚以上
積層した後、例えば、平板熱プレスやホットメルト剤などの接着剤や低融点成分を含む鞘
芯繊維を用いて一体化する方法、超音波溶着によって一体化する方法、ニードルパンチや
水流交絡等の機械交絡によって一体化する方法等が挙げられる。
【００５８】
　本実施形態の積層不織布の極細繊維層（Ｍ）間の距離は、３０μｍ以上２００μｍ以下
であることが好ましく、より好ましくは４０μｍ以上１８０μｍ以下、さらに好ましくは
５０μｍ以上１５０μｍ以下である。極細繊維層（Ｍ）間の距離が、３０μｍ以上であれ
ば、連続長繊維層（Ｓ）が持つ空気層が十分になりやすく、吸音基材への高い吸音付与効
果が得られやすい。他方、２００μｍ以下であれば、各不織布層間の接着が十分となり、
はがれが起きにくい。極細繊維層（Ｍ）間の距離が上記範囲内であれば、連続長繊維層（
Ｓ）が持つ空気層を十分確保でき、吸音基材へ吸音付与効果が高くなる。
　極細繊維層（Ｍ）間の距離は、連続長繊維層（Ｓ）の繊維量、繊維径、各不織布層の圧
着度合による厚み、積層不織布を作製する際の一体化時の熱プレス等の圧力調整等によっ
て所望の範囲を得ることができる。
【００５９】
　本実施形態の積層不織布における、吸音基材と接する連続長繊維層（Ｓ）、及び／又は
極細繊維層（Ｍ）間に配置される連続長繊維層（Ｓ）の内の少なくとも１層は、極細繊維
層（Ｍ）を構成する繊維の融点よりも３０℃以上低い融点を有する繊維を含むことが好ま
しい。３０℃以上低い融点を有する繊維を用いることで、不織布同士、積層不織布と吸音
基材等の間での繊維同士の接着が容易となる。
【００６０】
　不織布や積層不織布を構成する低融点の繊維としては、例えば、低密度ポリエチレン、
高密度ポリエチレン、ポリプロピレン、共重合ポリエチレン、共重合ポリプロピレンなど
のポリオレフイン繊維、ポリエチレンテレフタレートにフタル酸、イソフタル酸、セバシ
ン酸、アジピン酸、ジエチレングリコール、1,4-ブタンジオールの１種又は２種以上の化
合物を共重合した芳香族ポリエステル共重合体、脂肪族エステルなどのポリエステル系繊
維、共重合ポリアミドなどの合成繊維が挙げられる。これらの繊維は、単独でもよく、２
種以上複合混繊してもよく、また、低融点と高融点繊維とを複合混繊してもよい。低融点
の繊維としては、好ましくは、低融点成分を鞘部に有する、鞘芯構造の複合繊維が挙げら
れ、例えば、芯が高融点成分であるポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタ
レート、共重合ポリエステル、ナイロン６、ナイロン６６、共重合ポリアミドなどであり
、鞘が低融点成分である低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、ポリプロピレン、共
重合ポリエチレン、共重合ポリプロピレン、共重合ポリエステル、脂肪族エステルなどで
あるものである。
【００６１】
　積層不織布の各層間、すなわち、極細繊維層（Ｍ）と連続長繊維層（Ｓ）の間又は連続
長繊維層（Ｓ）同士の間の接着は、接着面を構成する層の繊維同士点接着であることが好
ましい。点接着とは、加熱ロールによる熱接着や低融点繊維やホットメルト剤等を用いて
の熱接着により繊維同士の表面が接着されていること、超音波溶着により、繊維を構成す
る樹脂が一部溶融し繊維同士が溶着していることをいう。点接着の状態は、積層不織布の
断面をＳＥＭで観察することで確認することができる。糸同士が点接着していると、接着
している繊維同士の距離が不均一となり、繊維同士が振動する際、種々の振動を受けるこ
とになり、吸音効果が得やすくなる。繊維同士を絡めて積層する方法、例えば、ニードル



(14) JP WO2019/124231 A1 2019.6.27

10

20

30

40

50

パンチを用いた方法では、不織布の繊維同士が直接接着していないため、点接着となりに
くい場合がある。
【００６２】
　本実施形態の表皮材は、吸音材の補強材として有効であると共に、これに、黒色などの
印刷性、撥水性、難燃性などの表面機能を付与する加工を施すことができる。具体的には
、染色、印刷などの着色加工、フッソ樹脂による撥水加工、フェノール系樹脂などの熱硬
化性樹脂の付与加工、燐系などの難燃剤による難燃加工が挙げられる。
【００６３】
　本実施形態の表皮材として用いた複合吸音材に用いられる吸音基材の嵩密度は、０．０
１ｇ／ｃｍ３以上０．１ｇ／ｃｍ３以下が好ましく、より好ましくは０．０２ｇ／ｃｍ３

以上０．０８ｇ／ｃｍ３以下、さらに好ましくは０．０３ｇ／ｃｍ３以上０．０５ｇ／ｃ
ｍ３以下である。嵩密度が０．０１ｇ／ｃｍ３以上であれば、吸音性が低下しにくく必要
以上に厚みを厚くする必要がない。他方、嵩密度が０．１ｇ／ｃｍ３以下であれば、不織
布表皮材を透過した音が連続気泡樹脂発泡体内に進入しやすく、また、耐摩耗性、加工性
も向上する。
【００６４】
　このように、吸音基材と表皮材を組み合わせて、高い吸音性を有しながらも、薄く、軽
量で、形態安定性に優れた複合吸音材とするためには、吸音基材を特定の嵩密度とするこ
とが望ましい。吸音基材の嵩密度は、不織布及び積層不織布との組み合わせ前に公知の熱
プレス機などで圧縮調整されていてもよく、自動車部材等に熱成型加工で合繊繊維不織布
を積層した後、吸音基材と一体成型する際に圧縮調整されていてもよい。
【００６５】
　吸音基材の厚みは、５ｍｍ以上５０ｍｍ以下が好ましく、より好ましくは１０ｍｍ以上
４０ｍｍ以下である。厚みが５ｍｍ以上であれば、吸音性が十分であり特に低周波数の吸
音率が低下しにくい。他方、厚みが５０ｍｍ以下であれば、吸音材の大きさが大きくなり
すぎず、貼り合わせ加工性、取り扱い性、製品輸送性などが向上する。
【００６６】
　吸音基材の素材としては、例えば、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリウレ
タン樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、ポリスチレン樹脂、メラミン樹脂などから
なる連続気泡樹脂発泡体；ポリエチレン、ポリプロピレン、共重合ポリプロピレンなどの
ポリオレフイン系繊維、ナイロン６、ナイロン６６、共重合ポリアミドなどのポリアミド
系繊維、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、共重合ポリエステ
ル、脂肪族ポリエステルなどのポリエステル系繊維、鞘がポリエチレン、ポリプロピレン
、共重合ポリエステル、芯がポリプロピレン、ポリエステルなどの組み合わせからなる芯
鞘構造等の複合繊維、ポリ乳酸、ポリブチレンサクシネート、ポリエチレンサクシネート
などの生分解性繊維などの繊維を、短繊維と積層して、又は短繊維及び長繊維と積層して
公知のニードルパンチ法などで交絡して得られた吸音性合成繊維不織布；フェルトなどが
挙げられる。さらに、無機素材として、例えば、ガラス繊維、ガラスウール等が挙げられ
る。
　連続気泡樹脂発泡体としては、軽量性、吸音性の観点から、メラミン樹脂、ウレタン樹
脂が好ましく、吸音性合成繊維不織布としては、難燃性などからポリエステル系繊維が好
ましい。
【００６７】
　本実施形態の表皮材を用いた複合吸音材は、前記した不織布又は積層不織布と粗な構造
の吸音基材とを接合一体化して得られる。表皮材と吸音基材の接合は、例えば、熱融着繊
維を接合面に介在させる方法、ホットメルト系樹脂や接着剤を塗布する方法などにより行
うことができる。
【００６８】
　接着剤を用いた接着方法においては、カーテンスプレー方式、ドット方式、スクリーン
方式などにより、不織布表皮材にホットメルト系接着剤を２ｇ／ｍ２以上３０ｇ／ｍ２以
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下の割合で塗布し、不織布表皮材側から加熱して、塗布した接着剤を軟化、融解させて接
着することができる。
【００６９】
　表皮材と吸音基材との間の接着力としては、０．１Ｎ／１０ｍｍ以上が好ましく、より
好ましくは０．２Ｎ／１０ｍｍ以上５Ｎ／１０ｍｍ以下である。接着力が０．１Ｎ／１０
ｍｍ以上であると、吸音材の裁断、輸送などの間に剥離するなどの問題が生じにくい。高
い接着力を得るためには、不織布表皮材の接着面に低融点成分層を設けることが好ましく
、更に、連続気泡樹脂発泡体、繊維多孔質材にホットメルト系の接着剤を塗布することも
好ましい。
【００７０】
　本実施形態の不織布は、ＢＡＳＦ社製メラミン樹脂連続発泡体「バソテクト　ＴＧ」１
０ｍｍ厚みに共重合ポリエステル系ホットメルトパウダー（融点１３０℃）を２０ｇ／ｍ
２の割合で塗布した後、同時２軸延伸前又は後の不織布を積層した後に加熱処理により接
合した複合吸音材において、ＪＩＳ－１４０５に準拠し、垂直の入射法の測定機（ブリュ
エル・ケアー社製Ｔｙｐｅ４２０６Ｔ）を用いて表皮材面から入射するよう配置し、代表
値として周波数１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈ
ｚ、４０００Ｈｚ、６３００Ｈｚを測定し、その平均吸音率を算出し、同時２軸延伸前平
均吸音率（％）、同時二軸延伸後平均吸音率（％）としたとき、延伸前同時２軸延伸前後
の吸音率の差は、好ましくは１５％未満、より好ましくは１３％以下、さらに好ましくは
１１％以下である。吸音率の効果は、以下の評価基準により評価することができる。
　　〇：同時２軸延伸前後の平均吸音率の差が１５％未満である。
　　×：同時２軸延伸前後の平均吸音率の差が１５％以上である。
【００７１】
　本実施形態の積層不織布を用いた複合吸音材は、ＪＩＳ－１４０５に準拠する垂直入射
の測定法において、周波数１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、
３１５０Ｈｚ、４０００Ｈｚの平均吸音率Ａから、下記式により求める吸音寄与効果が、
好ましくは４５％以上、より好ましくは５０％以上、さらに好ましくは５５％以上である
ものであることができる。
　ここで、吸音寄与効果（％）は、下記式：
　　　吸音寄与効果（％）＝Ａ－Ａ０
｛式中、Ａは、複合吸音材の平均吸音率Ａ（％）であり、そしてＡ０は、吸音基材単独の
平均吸音率Ａ（％）である。｝
により算出される。
【実施例】
【００７２】
　以下、本発明を実施例、比較例により具体的に説明するが、本発明はこれらに限定され
るものではない。尚、不織布製造における流れ方向（機械方向）をＭＤ方向、その方向と
直角方向で巾方向をＣＤ方向という。
　以下の実施例等における各物性は、下記方法により測定して得られたものである。
【００７３】
（１）熱可塑性樹脂成分のガラス転移点温度及び融点（℃）
　各熱可塑性樹脂のサンプル５ｍｇを採取し、示差走査型熱量計（ＴＡ　ｉｎｓｔｒｕｍ
ｅｎｔｓ社製Ｑ１００）にて、窒素雰囲気下で２０℃から１０℃／分にて２９０℃まで昇
温させたときの発熱ピーク位置の温度をガラス転移点温度、吸熱ピーク位置の温度を融点
として求める。
【００７４】
（２）目付（ｇ／ｍ２）
　ＪＩＳ－１９１３に準拠する。
【００７５】
（３）平均繊維径（μｍ）
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　キーエンス社製のＶＨＸ－７００Ｆマイクロスコープを用いて５００倍の拡大写真を取
り、観察視野においてピントの合った繊維１０本の平均値で求める。
【００７６】
（４）見かけ密度（ｇ／ｃｍ３）
　（目付）／（厚み）から算出し、単位容積あたりの重量を求めた。
【００７７】
（５）厚み（ｍｍ）
　ＪＩＳ　Ｌ　１９１３　Ｂ法に準拠した。荷重０．０２ｋＰａの圧力の厚みを３カ所以
上測定し、その平均値を求めた。但し、不織布表皮材の厚みは荷重２０ｋＰａで測定した
。
【００７８】
（６）複屈折率（Δｎ）
　不織布製造工程のコンベア上から糸を採取し、ＯＬＹＭＰＵＳ社製のＢＨ２型偏光顕微
鏡コンペンセーターを用いて、通常の干渉縞法によってレターデーションと繊維径より複
屈折率を求める。繊維１０本の平均値で求める。
【００７９】
（７）極細繊維層（Ｍ）間距離（μm）
　積層不織布をエポキシ樹脂包埋後、ウルトラミクロトームにて積層不織布の平面方向と
垂直な断面を露出させ、キーエンス社製（ＶＥ－８８００）走査型電子顕微鏡を用い、積
層不織布中の断面写真を倍率５００倍で撮影し、任意の点で極細繊維層（Ｍ）間の距離１
０点測定し、その平均値を求めた。超音波溶着の場合は、溶着部以外で測定する。
【００８０】
（８）２軸延伸評価
　２６ｃｍ×２６ｃｍの試験片を採取し、2軸延伸機（ＥＸ１０－ＩＩＩ）を用いて、150
℃雰囲気下で、把握長２４ｃｍ×２４ｃｍとし、９０秒予熱した後、延伸速度１０００ｍ
／ｍｉｎにてＭＤ方向とＣＤ方向共に９．９４ｃｍ同時２軸延伸し（面積展開率２００％
＝元の面積を１００％とした場合、延伸後に面積が２００％となる）、その際のＭＤ方向
とＣＤ方向の最大応力を測定する（ｎ＝３の平均値）。延伸後のサンプルを目視確認し、
下記の評価基準で評価する：
　　〇：破断箇所、延伸斑がない
　　△：延伸斑がある
　　×：破断箇所があるか又は極細繊維層に欠点がある。
【００８１】
（９）通気性：ＪＩＳ－Ｌ－１９０６フラジュール形法で測定する。
【００８２】
（１０）耐摩耗性（毛羽等級）［級］
　株式会社大栄科学精器製作所製「学振型染色物摩擦堅牢度試験機」を用いて、不織布を
試料とし、摩擦布は金巾３号を使用して、荷重５００ｇｆを使用、摩擦回数１００往復に
て摩擦させ、不織布表面の毛羽立ち、磨耗状態を以下の評価基準で目視判定する（ｎ＝５
の平均値）：
　　０級：損傷大
　　１級：損傷中
　　２級：損傷小
　　３級：損傷なし、毛羽発生あり小
　　４級：損傷なし、毛羽発生微小
　　５級：損傷なし、毛羽なし
【００８３】
（１１）極細繊維層の嵩密度（ｇ／ｃｍ３）
　不織布を平面方向に対して垂直に切断したサンプルを用意し、キーエンス社製（ＶＥ－
８８００）走査型電子顕微鏡を用い、熱圧着によって一体化した不織布中の非圧着部の断
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面写真を倍率５００倍で撮影し、任意の点で極細繊維層の厚みを１０点測定し、その平均
値を求める。極細繊維層の平均目付を極細繊維層の厚みで除することで算出する。極細繊
維層単体で目付が計算できない場合は、高分解能３ＤＸ線顕微鏡　ｎａｎｏ３ＤＸ（リガ
グ製）を用いて、不織布のＸ線ＣＴ画像を撮り、Ｘ線ＣＴ画像から、観察範囲の面積、極
細繊維層が占める体積と樹脂密度、厚みから、嵩密度、目付を計算することができる。
【００８４】
（１２）１８０℃乾熱収縮率（％）
　熱風オーブン（タバイエスペック株式会社：ＨＩＧＨ－ＴＥＭＰ　ＯＶＥＮ　ＰＨＨ－
３００）を用い、１０ｃｍ各の試料３点を、熱風空気雰囲気下で、１８０℃×３０分で暴
露させ、不織布の面積収縮率（％）を測定する。
【００８５】
（１３）平均吸音率Ａ（％）
　ＪＩＳ　Ａ　１４０５に準拠し、垂直の入射法の測定機（ブリュエル・ケアー社製Ｔｙ
ｐｅ４２０６Ｔ）を用いて、代表値として周波数１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００
Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈｚ、４０００Ｈｚ、５０００Ｈｚ、６３００Ｈｚでの吸
音率（％）を測定した。基材は各実施例・比較例の記載に従って作製し使用した。周波数
１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈｚ、４０００Ｈ
ｚにおける吸音率を平均して、平均吸音率Ａ（％）とした。
【００８６】
（１４）同時２軸延伸前後の平均吸音率（％）
　ＢＡＳＦ社製メラミン樹脂連続発泡体「バソテクト　ＴＧ」１０ｍｍ厚みに共重合ポリ
エステル系ホットメルトパウダー（融点１３０℃）を２０ｇ／ｍ２の割合で塗布した後、
同時２軸延伸前後の不織布をそれぞれ積層した後に加熱処理により接合した複合吸音材に
おいて、ＪＩＳ－１４０５に準拠し、垂直の入射法の測定機（ブリュエル・ケアー社製Ｔ
ｙｐｅ４２０６Ｔ）を用いて表皮材面から入射するよう配置し、代表値として周波数１０
００Ｈｚ、１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈｚ、４０００Ｈｚ、
６３００Ｈｚを測定し、その平均吸音率を算出し、同時二軸延伸前平均吸音率（％）、同
時二軸延伸後平均吸音率（％）とした。同時２軸延伸前後の平均吸音率の差を以下の評価
基準で評価する：
　　〇：同時２軸延伸前後の平均吸音率の差が１５％未満である。
　　×：同時２軸延伸前後の平均吸音率の差が１５％以上である。
【００８７】
[実施例１]
　融点が２６５℃であるポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）樹脂を常用の溶融紡糸装
置に供給して３００℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジ
ェットによる高速気流牽引装置を使用して紡糸速度３７００ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、
糸を冷却し繊維ウェブ（Ｓ１）(目付２０．８ｇ／ｍ２、平均繊維径１５．０μｍ)を捕集
ネット上に形成した。得られた連続長繊維ウェブ（Ｓ１）上に、ポリエチレンテレフタレ
ート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから
、紡糸温度３００℃、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ
、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径１．７μｍ)を形成した。この
際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を１１０ｍｍとし、メルトブロウン
ノズル直下の捕集面における吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。更に得られた極細繊維
ウェブ上に、繊維ウェブ（Ｓ１）と同様にポリエチレンテレフタレートの連続長繊維ウェ
ブ（Ｓ２）を形成した。次に得られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積率１１．４
％であり、ＭＤ方向の熱圧着部間距離３．０ｍｍとＣＤ方向の熱圧着部間距離２．８ｍｍ
となるアイエル柄エンボスロールとフラットロールを用いて、該彫刻ロールの表面温度を
１９０℃、該フラットロールの表面温度を１９０℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／ｍｍで
熱圧着することにより、目付５０ｇ／ｍ２、嵩密度０．２２ｇ／ｃｍ３の不織布を得た。
得られた不織布の各種物性等を以下の表１に示す。



(18) JP WO2019/124231 A1 2019.6.27

10

20

【００８８】
[実施例２]
　連続長繊維ウェブ（Ｓ１，Ｓ２）作製時の紡糸速度を３５５０ｍ/ｍｉｎとし、繊維径
をそれぞれ１５.３μmとし、彫刻ロールの表面温度を１８５℃、フラットロールの表面温
度を１８５℃としたこと以外は、実施例１と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種
物性等を以下の表１に示す。
【００８９】
[実施例３]
　熱圧着部面積率１４．４％であり、ＭＤ方向の熱圧着部間距離０．７ｍｍ、ＣＤ方向の
熱圧着部間距離０．７ｍｍとなる織り目柄エンボスロールを用いたこと以外は、実施例２
と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を以下の表１に示す。
【００９０】
[実施例４]
　ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)
をメルトブローノズルから、紡糸温度３２０℃、加熱空気３６０℃で１２００Ｎｍ３／ｈ
ｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径０
．８μｍ)を形成し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を１２０
ｍｍとしたこと以外は、実施例２と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を
以下の表１に示す。
【００９１】
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【表１】

【００９２】
[実施例５]
　連続長繊維ウェブ（Ｓ１，Ｓ２）の目付をそれぞれ２０.０ｇ／ｍ２、ポリエチレンテ
レフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノ
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ズルから、紡糸温度３３０℃、加熱空気３７０℃で１３００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接
噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付３０.０ｇ／ｍ２、平均繊維径０．８μｍ)を形成
し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を１４０ｍｍ、捕集面にお
ける吸引風速を１１ｍ／ｓｅｃに設定したこと以外は、実施例２と同様に不織布を得た。
得られた不織布の各種物性等を以下の表２に示す。
【００９３】
[実施例６]
　連続長繊維ウェブ（Ｓ１，Ｓ２）の目付をそれぞれ１５．３ｇ／ｍ２、極細繊維ウェブ
（Ｍ）の目付を９．４ｇ／ｍ２としたこと以外は、実施例２と同様に不織布を得た。得ら
れた不織布の各種物性等を以下の表２に示す。
【００９４】
[実施例７]
　ポリエチレンテレフタレート（オルソクロロフェノールを用いた１％、２５℃法の溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．７７、融点２６３℃）樹脂を、常用の溶融紡糸装置に供給して３０
０℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジェットによる高速
気流牽引装置を使用して紡糸速度３５５０ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、糸を冷却し繊維ウ
ェブ（Ｓ１）(目付１５．３ｇ／ｍ２、平均繊維径１５．３μｍ)を捕集ネット上に形成し
た。得られた連続長繊維ウェブ（Ｓ１）上に、ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度３００
℃、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ
（Ｍ）(目付９.４ｇ／ｍ２、平均繊維径１.７μｍ)を形成した。この際、メルトブローノ
ズルから連続長繊維層までの距離を１１０ｍｍとし、メルトブロウンノズル直下の捕集面
における吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。次いで、２成分紡糸口金を用いて、鞘成分
が共重合ポリエステル樹脂（融点１６０℃）であり、かつ、芯成分がポリエチレンテレフ
タレート（融点２６３℃）樹脂である連続長繊維ウェブ（Ｓ２）(１５．３ｇ／ｍ２、平
均繊維径１５．３μｍ)形成した。次に得られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積
率１１．４％であり、ＭＤ方向の熱圧着部間距離３．０ｍｍとＣＤ方向の熱圧着部間距離
２．８ｍｍとなるアイエル柄エンボスロールとフラットロールを用いて、彫刻ロールの表
面温度を１８５℃、フラットロールの表面温度を１２０℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／
ｍｍで熱圧着することにより、目付４０ｇ／ｍ２、嵩密度０．２２ｇ／ｃｍ３の不織布を
得た。得られた不織布の各種物性等を以下の表２に示す。
【００９５】
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【表２】

【００９６】
[実施例８]
　融点が２６５℃であるポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）樹脂９８．５ｗｔ％と旭
化成株式会社製のアクリレート樹脂（メタアクリル酸・アクリル酸２元共重合体、品番：
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８０Ｎ）を１．５ｗｔ％をドライブレンドで混合し、常用の溶融紡糸装置に供給して３０
０℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジェットによる高速
気流牽引装置を使用して紡糸速度４５００ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、糸を冷却し繊維ウ
ェブ（Ｓ１）(目付２０．８ｇ／ｍ２、平均繊維径１３．６μｍ)を捕集ネット上に形成し
た。得られた連続長繊維ウェブ（S1）上に、ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘
度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度３００℃
、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（
Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径１．７μｍ)を形成した。この際、メルトブローノ
ズルから連続長繊維層までの距離を１１０ｍｍとし、メルトブローノズル直下の捕集面に
おける吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。更に得られた極細繊維ウェブ上に、繊維ウェ
ブ（Ｓ１）と同様にポリエチレンテレフタレートの連続長繊維ウェブ（Ｓ２）を形成した
。次に得られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積率１１．４％であり、ＭＤ方向の
熱圧着部間距離が３．０ｍｍとＣＤ方向の熱圧着部間距離２．８ｍｍとなるアイエル柄エ
ンボスロールとフラットロールを用いて、該彫刻ロールの表面温度を２００℃、該フラッ
トロールの表面温度を２００℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／ｍｍで熱圧着することによ
り、目付５０ｇ／ｍ２、嵩密度０．２２ｇ／ｃｍ３の不織布を得た。得られた不織布の各
種物性等を以下の表３に示す。
【００９７】
[実施例９]
　ポリエチレンテレフタレート（オルソクロロフェノールを用いた１％、２５℃法の溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．７７、融点２６３℃）樹脂９９ｗｔ％と旭化成株式会社製のメタク
リレート樹脂（スチレン・メタアクリル酸・シクロヘキシルマレイミド重合体、品番：Ｐ
Ｍ１３０Ｎ）を１．０ｗｔ％をドライブレンドで混合し、常用の溶融紡糸装置に供給して
３００℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジェットによる
高速気流牽引装置を使用して紡糸速度４５００ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、糸を冷却し繊
維ウェブ（Ｓ１）(目付２０．８ｇ／ｍ２、平均繊維径１３．６μｍ)を捕集ネット上に形
成した。得られた連続長繊維ウェブ（Ｓ１）上に、ポリエチレンテレフタレート（同じく
溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度３
００℃、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウ
ェブ（Ｍ）(目付８.４ｇ／ｍ２、平均繊維径１.７μｍ)を形成した。この際、メルトブロ
ーノズルから連続長繊維層までの距離を１１０ｍｍとし、メルトブローノズル直下の捕集
面における吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。更に得られた極細繊維ウェブ上に、繊維
ウェブ（Ｓ１）と同様にポリエチレンテレフタレートの連続長繊維ウェブ（Ｓ２）を形成
した。次に得られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積率１１．４％であり、ＭＤ方
向の熱圧着部間距離が３．０ｍｍとCD方向の熱圧着部間距離２．８ｍｍとなるアイエル柄
エンボスロールとフラットロールを用いて、該彫刻ロールの表面温度を１８５℃、該フラ
ットロールの表面温度を１８５℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／ｍｍで熱圧着することに
より、目付５０ｇ／ｍ２、嵩密度０．２２ｇ／ｃｍ３の不織布を得た。得られた不織布の
各種物性等を以下の表３に示す。
【００９８】
[実施例１０]
　熱圧着部面積率１４．４％であり、ＭＤ方向の熱圧着部間距離０．７ｍｍ、ＣＤ方向の
熱圧着部間距離０．７ｍｍとなる織り目柄エンボスロールを用いたこと以外は、実施例９
と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を以下の表３に示す。
【００９９】
[実施例１１]
　ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)
をメルトブローノズルから、紡糸温度３２０℃、加熱空気３６０℃で１２００Ｎｍ３／ｈ
ｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径０
．８μｍ)を形成し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を１２０
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ｍｍとしたこと以外は、実施例９と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を
以下の表３に示す。
【０１００】
【表３】

【０１０１】
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[実施例１２]
　連続長繊維ウェブ（Ｓ１，Ｓ２）の目付をそれぞれ２０.０ｇ／ｍ２、ポリエチレンテ
レフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノ
ズルから、紡糸温度３３０℃、加熱空気３７０℃で１３００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接
噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付３０.０ｇ／ｍ２、平均繊維径０．８μｍ)を形成
し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を１４０ｍｍ、捕集面にお
ける吸引風速を１１ｍ／ｓｅｃに設定したこと以外は、実施例９と同様に不織布を得た。
得られた不織布の各種物性等を以下の表４に示す。
【０１０２】
[実施例１３]
　連続長繊維ウェブ（Ｓ１，Ｓ２）の目付をそれぞれ１５．３ｇ／ｍ２、極細繊維ウェブ
（Ｍ）の目付を９．４ｇ／ｍ２としたこと以外は、実施例９と同様に不織布を得た。得ら
れた不織布の各種物性等を以下の表４に示す。
【０１０３】
[実施例１４]
　ポリエチレンテレフタレート（オルソクロロフェノールを用いた１％、２５℃法の溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．７７、融点２６３℃）樹脂９９ｗｔ％と旭化成株式会社製のメタク
リレート樹脂（スチレン・メタアクリル酸・シクロヘキシルマレイミド重合体、品番：Ｐ
Ｍ１３０Ｎ）を１．０ｗｔ％をドライブレンドで混合し、常用の溶融紡糸装置に供給して
３００℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジェットによる
高速気流牽引装置を使用して紡糸速度４５００ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、糸を冷却し繊
維ウェブ（Ｓ１）(目付１５．３ｇ／ｍ２、平均繊維径１３．６μｍ)を捕集ネット上に形
成した。得られた連続長繊維ウェブ（Ｓ１）上に、ポリエチレンテレフタレート（同じく
溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度３
００℃、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウ
ェブ（Ｍ）(目付９.４ｇ／ｍ２、平均繊維径１.７μｍ)を形成した。この際、メルトブロ
ーノズルから連続長繊維層までの距離を１１０ｍｍとし、メルトブローノズル直下の捕集
面における吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。次いで、２成分紡糸口金を用いて、鞘成
分が共重合ポリエステル樹脂（融点１６０℃）９９ｗｔ％と旭化成株式会社製のメタクリ
レート樹脂（スチレン・メタアクリル酸・シクロヘキシルマレイミド重合体、品番：ＰＭ
１３０Ｎ）１．０ｗｔ％であり、かつ、芯成分がポリエチレンテレフタレート（融点２６
３℃）樹脂９９ｗｔ％と旭化成株式会社製のメタクリレート樹脂（スチレン・メタアクリ
ル酸・シクロヘキシルマレイミド重合体、品番：ＰＭ１３０Ｎ）１．０ｗｔ％である連続
長繊維ウェブ（Ｓ２）(目付１５．３ｇ／ｍ２、平均繊維径１３μｍ)を形成した。次に得
られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積率１１．４％であり、ＭＤ方向の熱圧着部
間距離３．０ｍｍとＣＤ方向の熱圧着部間距離２．８ｍｍとなるアイエル柄エンボスロー
ルとフラットロールを用いて、該彫刻ロールの表面温度を１８５℃、該フラットロールの
表面温度を１２０℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／ｍｍで熱圧着することにより、目付４
０ｇ／ｍ２、嵩密度０．２２ｇ／ｃｍ３の不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を
以下の表４に示す。
【０１０４】
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【表４】

【０１０５】
[実施例１５]
　実施例７で得られた不織布を３枚積層し、１５０℃の熱板プレスを行い、積層不織布を
得た。
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　吸音基材として、厚さ１０mm、目付１０ｇ／ｍ２、嵩密度0.01ｇ／ｃｍ３のメラミン樹
脂連続発泡体層（ＢＡＳＦ社製メラミン樹脂連続発泡体、バソテクト TG）を用い、前記
積層不織布と接合した。接合は、接合は、メッシュ状のコンベアベルトに挟み、温度１５
０℃の雰囲気中で加熱、加圧の熱処理で接合して複合吸音材を得た。得られた複合吸音材
の各種物性を以下の表５に示す。
【０１０６】
[実施例１６]
　吸音基材として、ポリエステル短繊維（繊維径25μm、繊維長51mm）70%と、共重合ポリ
エステル繊維（融点135℃、繊維径15μm、繊維長51mm）30%をカード法で開繊ウェブ形成
し、ニードルパンチ加工で交絡し、目付200g/m2、厚み25mm、嵩密度0.08g/cm3としたもの
を用いた以外は、実施例１５と同様に複合吸音材を得た。得られた複合吸音材の各種物性
を以下の表５に示す。
【０１０７】
[実施例１７]
　実施例６で得られた不織布を３枚積層し、共重合ポリエステル系ホットメルトパウダー
（融点１３０℃）を２０ｇ／ｍ2 塗布して１５０℃の熱板プレスを行い、積層不織布を得
た。
吸音基材層として、厚さ１０mm、目付１０g/cm2、嵩密度0.01g/cm3のメラミン樹脂連続発
泡体層（ＢＡＳＦ社製メラミン樹脂連続発泡体、バソテクト TG）を用い、前記積層不織
布と接合した。接合は、ホットメルトパウダーをメラミン樹脂連続発泡体層の上に２０ｇ
／ｃｍ２塗布し、積層不織布を重ねた後、メッシュ状のコンベアベルトに挟み、温度１５
０℃の雰囲気中で加熱、加圧の熱処理で接合して本発明の複合吸音材を得た。得られた複
合吸音材の各種物性を以下の表５に示す。
【０１０８】
[実施例１８]
　不織布を５枚積層したこと以外は、実施例１５と同様に複合吸音材を得た。得られた複
合吸音材の各種物性を以下の表５に示す。
【０１０９】
[実施例１９]
　熱板プレス時の温度を１８０℃とし、不織布の嵩密度0.４g/cm3、厚みを0.5mmとしたこ
と以外は、実施例１８と同様に複合吸音材を得た。得られた複合吸音材の各種物性を以下
の表５に示す。
【０１１０】
[実施例２０]
　不織布を１０枚積層したこと以外は、実施例１５と同様に複合吸音材を得た。得られた
複合吸音材の各種物性を以下の表５に示す。
【０１１１】
[実施例２１]
　ポリエチレンテレフタレート（オルソクロロフェノールを用いた１％、２５℃法の溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．７７、融点２６３℃）樹脂を、常用の溶融紡糸装置に供給して３０
０℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジェットによる高速
気流牽引装置を使用して紡糸速度３５５０ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、糸を冷却し繊維ウ
ェブ（Ｓ１）(目付７．７ｇ／ｍ２、平均繊維径１５．３μｍ)を捕集ネット上に形成した
。得られた連続長繊維ウェブ（Ｓ１）上に、ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘
度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度３００℃
、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（
Ｍ）(目付４．６ｇ／ｍ２、平均繊維径１.７μｍ、嵩密度０．４５ｇ／ｃｍ３)を形成し
た。この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を１１０ｍｍとし、メルト
ブロウンノズル直下の捕集面における吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。次いで、２成
分紡糸口金を用いて、鞘成分が共重合ポリエステル樹脂（融点１６０℃）であり、かつ、
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芯成分がポリエチレンテレフタレート（融点２６３℃）樹脂である連続長繊維ウェブ（Ｓ
２）(７．７ｇ／ｍ２、平均繊維径１５．３μｍ)形成した。Ｓ１とＳ２のΔｎは、０．０
４２であった。次に得られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積率１５．３％であり
、ＭＤ方向の熱圧着部間距離３．０ｍｍとＣＤ方向の熱圧着部間距離２．８ｍｍとなるア
イエル柄エンボスロールとフラットロールを用いて、彫刻ロールの表面温度を１８５℃、
フラットロールの表面温度を１２０℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／ｍｍで熱圧着するこ
とにより、目付２０ｇ／ｍ２、嵩密度０．４５ｇ／ｃｍ３の不織布を得た。吸音基材とし
て、厚さ１０mm、目付１０ｇ／ｍ２、嵩密度0.01ｇ／ｃｍ３のメラミン樹脂連続発泡体層
（ＢＡＳＦ社製メラミン樹脂連続発泡体、バソテクト TG）を用い、前記積層不織布と接
合した。接合は、接合は、メッシュ状のコンベアベルトに挟み、温度１５０℃の雰囲気中
で加熱、加圧の熱処理で接合して複合吸音材を得た。得られた複合吸音材の各種物性を以
下の表５に示す。
【０１１２】
[実施例２２]
　実施例１４で得られた不織布を３枚積層したこと以外は、実施例１５と同様に複合吸音
材を得た。得られた複合吸音材の各物性を以下表５に示す。
【０１１３】
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【表５】

【０１１４】
[比較例１]
　ポリエチレンテレフタレート（オルソクロロフェノールを用いた１％、２５℃法の溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．７７、融点２６３℃）樹脂を、常用の溶融紡糸装置に供給して３０



(29) JP WO2019/124231 A1 2019.6.27

10

20

30

40

０℃で溶融し、円形断面の紡糸孔を有する紡糸口金から吐出し、エアジェットによる高速
気流牽引装置を使用して紡糸速度４５００ｍ/ｍｉｎで延伸しながら、糸を冷却し繊維ウ
ェブ（Ｓ１）(目付２０．８ｇ／ｍ２、平均繊維径１３．６μｍ)を捕集ネット上に形成し
た。得られた連続長繊維ウェブ（Ｓ１）上に、ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液
粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度３００
℃、加熱空気３２０℃で１０００Ｎｍ３／ｈｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ
（Ｍ）(目付８.４ｇ／ｍ２、平均繊維径１.７μｍ)を形成した。この際、メルトブローノ
ズルから連続長繊維層までの距離を１００ｍｍとし、メルトブロウンノズル直下の捕集面
における吸引風速を７ｍ／ｓｅｃに設定した。更に得られた極細繊維ウェブ上に、繊維ウ
ェブ（Ｓ１）と同様にポリエチレンテレフタレートの連続長繊維ウェブ（Ｓ２）を形成し
た。次に得られた積層ウェブを、熱圧着時に熱圧着部面積率１１．４％であり、ＭＤ方向
の熱圧着部間距離３．０ｍｍとＣＤ方向の熱圧着部間距離２．８ｍｍとなるアイエル柄エ
ンボスロールとフラットロールを用いて、該彫刻ロールの表面温度を２３０℃、該フラッ
トロールの表面温度を２３０℃とし、カレンダー線圧３０Ｎ／ｍｍで熱圧着することによ
り、目付５０ｇ／ｍ２、嵩密度０．２２ｇ／ｃｍ３の不織布を得た。得られた積層不織布
の各種物性等を以下の表６に示す。得られた不織布は、同時２延伸機150℃雰囲気下で面
積展開率２００％とした際に破断が生じた。布が破断しているため、延伸後の通気性、吸
音性能を測定することができなかった。得られた不織布の各種物性等を以下の表６に示す
。
【０１１５】
[比較例２]
　連続長繊維ウェブ（Ｓ１，Ｓ２）作製時の紡糸速度２５００ｍ/ｍｉｎとし、繊維径を
それぞれ１８.２μｍ、彫刻ロールの表面温度を１００℃、フラットロールの表面温度を
１００℃としたこと以外は、比較例１と同様としたが、熱圧着時にロール取られが発生し
、不織布を得ることはできなかったため、延伸後の通気性、吸音性能を測定することはで
きなかった。
【０１１６】
[比較例３]
　ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)
をメルトブローノズルから、紡糸温度３２０℃、加熱空気３６０℃で１２００Ｎｍ３／ｈ
ｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径０
．８μｍ)を形成し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を７５ｍ
ｍとしたこと以外は、実施例２と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を以
下の表６に示す。得られた不織布は、同時２延伸機１５０℃雰囲気下で面積展開率２００
％とした際にメルトブロー極細繊維層にひび割れが生じており、同時２延伸前と比較して
通気度が極端に上昇していた。得られた不織布の各種物性等を以下の表６に示す。
【０１１７】
[比較例４]
　ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)
をメルトブローノズルから、紡糸温度３２０℃、加熱空気３６０℃で１２００Ｎｍ３／ｈ
ｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径１
．７μｍ)を形成し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を２０５
ｍｍとしたこと以外は、実施例２と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を
以下の表６に示す。得られた不織布は、同時２延伸機１５０℃雰囲気下で面積展開率２０
０％とした際にメルトブロー極細繊維層に伸び斑が生じており、同時２延伸前と比較して
通気度が極端に上昇していた。得られた不織布の各種物性等を以下の表６に示す。
【０１１８】
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【表６】

【０１１９】
[比較例５]
　ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)
をメルトブローノズルから、紡糸温度３２０℃、加熱空気３６０℃で１２００Ｎｍ３／ｈ
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８μｍ)を形成し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を７５ｍｍ
としたこと以外は、実施例９と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を以下
の表７に示す。得られた不織布は、同時２延伸機１５０℃雰囲気下で面積展開率２００％
とした際に極細繊維層にひび割れが生じており、同時２延伸前と比較して通気度が極端に
上昇していた。
【０１２０】
[比較例６]
　ポリエチレンテレフタレート（同じく溶液粘度ηｓｐ／ｃ　０．５０、融点２６０℃)
をメルトブローノズルから、紡糸温度３２０℃、加熱空気３６０℃で１２００Ｎｍ３／ｈ
ｒの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（Ｍ）(目付８．４ｇ／ｍ２、平均繊維径１
．７μｍ)を形成し、この際、メルトブローノズルから連続長繊維層までの距離を２０５
ｍｍとしたこと以外は、実施例９と同様に不織布を得た。得られた不織布の各種物性等を
以下の表７に示す。得られた不織布は、同時２延伸機１５０℃雰囲気下で面積展開率２０
０％とした際に極細繊維層に伸び斑が生じており、同時２延伸前と比較して通気度が極端
に上昇していた。
【０１２１】
[比較例７]
　特開2013-163869号公報の実施例１を参考とし、ポリエチレンテレフタレート用紡糸口
金を持ち、スパンボンド法により、紡糸温度３００℃でポリエチレンテレフタレート（融
点２６３℃）からなる連続長繊維ウェブ（Ｓ１）を捕集ネット上に形成し、引き続いて、
得られた連続長繊維ウェッブ（Ｓ１、目付１０ｇ／ｍ２、平均繊維径１４μｍ）上に、メ
ルトブロー法のノズルを用い、紡糸温度が３００℃、加熱空気温度が３２０℃で１０００
Ｎｍ２／ｈｒ、突きつけ距離７５ｍｍの条件で、ポリエチレンテレフタレート（融点２６
５℃）からなる糸条を噴出させ、極細繊維ウェブ（目付５ｇ／ｍ２、平均繊維径３μｍ）
を形成した。さらに、極細繊維ウェブの上に、２成分紡糸口金を用いて、鞘成分が共重合
ポリエステル（融点２１０℃）、新成分がポリエチレンテレフタレート（融点２６５℃）
からなる鞘芯繊維の長繊維ウェブ（S２、目付１０ｇ／ｍ２、平均繊維径１８μｍ）をス
パンボンド法により積層した。得られた積層ウェブを一対のエンボスロール／フラットロ
ールを用いて、温度が２３０℃／１６５℃、線圧が３００N／ｃｍの条件で部分熱圧着し
、目付が２５ｇ／ｍ２、厚みが０．１７ｍｍ、部分熱圧着率が１５％の不織布を得た。得
られた不織布の各種物性を以下の表７に示す。得られた不織布は、同時２延伸機１５０℃
雰囲気下で面積展開率２００％とした際に破断が生じた。布が破断しているため、延伸後
の通気性、吸音性能を測定することができなかった。
【０１２２】
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【表７】

【０１２３】
[比較例８]
　実施例１５、１７～２２、以下の参考例１、２で使用した吸音基材のみの特性等を以下
の表８に示す。尚、周波数６３００Ｈｚにおける吸音率は４３％であり、１０００Ｈｚ、
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１６００Ｈｚ、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈｚ、４０００Ｈｚ、６３００Ｈ
ｚの平均吸音率は２３％であった。
【０１２４】
[比較例９]
　実施例１６、以下の参考例３で使用した吸音基材のみの特性等を以下の表８に示す。
【０１２５】
[参考例１]
　熱板プレス時の温度を２００℃とし、積層不織布の嵩密度０.６３g/cm3、厚みを０．１
９ｍｍとしたこと以外は、実施例１５と同様に複合吸音材を得た。得られた複合吸音材の
各種物性を以下の表８に示す。
　参考例１の複合吸音材は、実施例１５に比べ、極細繊維層（Ｍ）間距離が十分に取れて
おらず、連続長繊維層（Ｓ）が持つ空気層が不十分となり、吸音基材への高い吸音付与効
果が得られなかった。
【０１２６】
[参考例２]
　表皮材として、比較例３の不織布を熱プレスでの積層（接合）をせず用いたこと以外は
、実施例１５と同様に、複合吸音材を得た。得られた複合吸音材の各種物性を以下の表８
に示す。極細繊維層（Ｍ）の嵩密度が高く、極細繊維不織布層（Ｍ）間の距離は２２０μ
ｍであり、吸音基材への高い吸音付与効果が得られなかった。極細繊維層（Ｍ）間に連続
長繊維層（Ｓ）間の距離が大きすぎるため、疎な連続長繊維層（Ｓ）が持つ空気層が背後
空気層のようにバネの役割となり、極細繊維層（Ｍ）内の空気をより効率的に振動させて
、極細繊維層（Ｍ）内の空気と極細繊維との間の摩擦により、音の振動エネルギーを熱エ
ネルギーへ変換し、吸音基材の吸音性が向上する効果が奏されておらず、また、吸音基材
で吸収しきれず反射した音が、積層不織布を透過する際に、もう一度期待できる上記効果
が奏されていなかったと推定される。
【０１２７】
[参考例３]
　特許文献３の実施例１１に従い、ポリエチレンテレフタレート（オルソクロロフェノー
ルを用いた1%、25℃法の溶液粘度ηsp/c 0.77、融点263℃）を紡糸口金から紡糸し、スパ
ンボンド法により、紡糸温度300℃で繊維ウェブ（S1）を捕集ネット上に形成した。得ら
れた連続長繊維ウェブ(目付22.5g/m2、平均繊維径14μm)上に、ポリエチレンテレフタレ
ート（同じく溶液粘度ηsp/c 0.50、融点260℃)をメルトブローノズルから、紡糸温度300
℃、加熱空気320℃で1000Nm3／hrの条件下で直接噴出させ、極細繊維ウェブ（M）(目付5g
/m2、平均繊維径2μm)を形成した。更に極細繊維ウェブの上に、２成分紡糸口金を用いて
、鞘成分が高密度ポリエチレン（融点130℃）芯成分がポリエチレンテレフタレート（融
点263℃）からなる複合長繊維ウェブ（Ｃ）(目付22.5g/m2、平均繊維径18μm)を積層した
積層ウェブを、一対のエンボスロール／フラットロール温度230℃／105℃、線圧300Ｎ／
ｃｍで部分熱圧着し、目付50g/m2、嵩密度0.22g/cm3、熱圧着率15.3%の不織布を得た。
　ポリエステル短繊維（繊維径25μm、繊維長51mm）70%と、共重合ポリエステル繊維（融
点135℃、繊維径15μm、繊維長51mm）30%をカード法で開繊ウェブを形成、ニードルパン
チ加工で交絡し、目付200g/m2、厚み25mm、平均みかけ密度0.08g/cm3を用い、得られた基
材と不織布を重ねた後、接合を、ニードル針40番で、深さ8mm、35回数／cm2で機械交絡さ
せてから、温度150℃の加熱ロールで表皮材側を接触させて針穴を塞ぐように加工して複
合吸音材を得た。結果を以下の表８に示す。尚、基材のみの吸音効果は、比較例９に示す
ように、１０００Ｈｚで９％、１６００Ｈｚで１０％、２０００Ｈｚで１１％、２５００
Ｈｚで１２％、３１５０Ｈｚで１５％、４０００Ｈｚで１８％であり、平均吸音率Ａが１
３％であった。得られた吸音材は、点接着しておらず、また、極細繊維不織布層（Ｍ）間
の距離は２２０μｍであり、吸音基材への高い吸音付与効果が得られなかった。
【０１２８】
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【表８】

【産業上の利用可能性】
【０１２９】
　本発明に係る不織布及び積層不織布は、成型性がよく、薄く、軽量で、形態安定性に優
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れながらも成型後も一定の通気範囲に制御することができ、１０００Ｈｚ、１６００Ｈｚ
、２０００Ｈｚ、２５００Ｈｚ、３１５０Ｈｚ、４０００Ｈｚの低周波数～中周波数領域
において、吸音基材に高い吸音性を付与することを可能にすることができ、特に自動車用
、住宅、家電製品、建設機械等の成型性複合吸音材の表皮材として好適に利用可能である
。
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